
私立学校振興助成法に基づく計算書類の監査

計算書類監査の必要性

国等より補助金の交付を受ける学校法人は、学校法人会計基準に従って計算書類を作成し所轄庁へ提出しなければなりません。この計

算書類の適正性を確保するために、私立学校振興助成法において、公認会計士または監査法人の監査が求められています。

さらに2020年4月の私立学校法の改正により、学校法人はより一層情報公開の充実が求められることとなり、学校法人の経営を担う理事

者の説明責任（アカウンタビリティ）の重要性は増しています。

計算書類の適正性を確保することは、理事者の作成する情報の信頼性という観点からも重要性を増しています。

有限責任監査法人トーマツの監査の特徴

有限責任監査法人トーマツは、多数の学校法人の監査・コンサルティングに関する経験に基づき、監査の過程において、会計上、内部統制

上の問題点、今後対応すべき事項を明らかにし、また、その後の対応の過程で発生する疑問等についても適時に相談に応じ、学校法人が

さまざまな課題を解決できるよう、 付加価値の高い監査を実施します。
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学校法人監査

学校法人に関するさまざまな情報の分析、理事者とのディスカッション等を通して、

実施すべき監査の計画を立案します。監査を効果的、効率的に実施するためには、綿密

な監査計画の立案が重要です。

監査計画に基づいて内部統制の検証を行います。検証の過程で発見された内部統制上

の課題については、その改善方法を含め学校法人が対応すべき事項を検討します。

期末監査では、監査計画に基づいて実査・確認等の実証手続を行います。監査手続の

実施過程で発見された会計上の問題点等については、学校法人と協議の上解決方法を

検討します。

計算書類の表示の検討を行います。監査の対象である計算書類が適正に作成されている

ことを確かめます。

私立学校振興助成法に基づく監査報告書を作成します。

監査の実施結果について、報告を行います。実施した事項の概要、監査の過程で

発見された問題点、その検討結果を報告します。また今後対応が必要な課題等に

ついて、マネジメントレターを提出します。

監査計画の立案

内部統制の検証

期末監査手続の実施

計算書類の表示の検討

監査報告書作成

監査結果報告

＜会計監査における実施事項＞
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